
（１）　国民健康保険制度の沿革

国 の 施 策 等

S23.11. 1 社会課国民健康保険係発足

助産費支給　300円

S23.12.21 国民健康保険運営協議会設置

S27. 1. 1 保険税に変更

 は10円となる

 S35. 4.28

 医療制度調査発足

S36. 4. 1 助産費支給改定 　1,000円  S36. 4. 1  S36. 7　医療費改定　

葬祭費支給　　　 　1,000円  国民皆保険達成 　　 　　　　　　　12.5％引上げ

 S36.12　医療費改定

　 　　　　　　　 　2.3％引上げ

 S37. 4. 1　療養給付費　

20

100

S38. 4. 1 助産費改正　　　　2,000円  S38. 4. 1　調合の割合

葬祭費改正　　　　2,000円 5 10

100 100

 S38. 9. 1　医療費改定

5.0％

 S40. 1. 1　  S40. 1　医療費緊急是正

 S40.11　薬価基準

　  　4.5％引下げ

25 40

100 100

 調交の割合

5 10

100 100

S42. 4. 1 保険税賦課方式三方式  S43. 1. 1  S42.10　薬価基準全面改正

 （3.8％値下げ）

S43. 1. 1 全被保険者 7割給付

 S42.12　　　　 医科 7.68%

 歯科12.65%

 S44. 1　薬価基準

 S45. 2. 1  医科 8.77%

 歯科 9.73%

  引上げ

S45. 4. 1 助産費改正　　　10,000円  S45. 6. 1  S45. 7. 1　医科0.97％

 日雇健保の擬制   引上げ

 適用廃止

  引下げ

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

 S33.10. 1　診療報酬改定で

 甲 ・ 乙表ができて、1点単価

 国庫負担補助率を

 から
25

に
100

から に

 世帯員7割給付実施
（39年度から4ヵ年計
画）

　  　9.5％引上げ

 S41. 6 療養給付費国庫負担

から に

から に

 全被保険者7割給付
実施

  引上げ

 S43. 7　歯科材料費改定

　　　　     　      2.0％引上げ

　　　　　　　　  　 2.0％引下げ

 S45. 8 　薬価基準3.0％
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国 の 施 策 等

S46. 4. 1 80歳以上　　医療費の無料化  S47. 2

 S46.10. 1 70歳以上　　医療費の無料化  医科歯科 13.70％

 薬価　　　   6.54％

 薬価基準    3.9％   引下げ

S47. 4. 1 葬祭費改正　　　　　5,000円  S48. 1. 1

S48. 1. 1 1才未満　　 　医療費の無料化

 S48.10. 1  S49. 2. 1

 薬価基準    3.4％   引下げ

S49. 4. 1 助産費改正　　　　20,000円  S49.10

S50. 4. 1 高額療養費支給制度実施  S50.10. 1

S50. 7. 1 助産費改正　　　　40,000円

 S51. 8  S51. 4 歯科 9.0％

薬価 4.9％

 S51. 8 歯科 9.6％ 　引上げ

 S52. 3  S52. 2

 ％引下げ）により実質

　   となる

S52. 4. 1 葬祭費改正　　　　10,000円　　　　　　

S53.10. 1 助産費改正　　　　60,000円

S55.12. 1 助産費改正　　　　80,000円

葬祭費改正　　　　20,000円

S56. 4. 1 葬祭費改正　　　　30,000円  S56. 6. 1

保険税率改定

　限度額     26万円

　所得割       8.2％

　均等割    9,000円

　平等割  11,500円

S57. 3.21 保険証の更新日「10月 1日」へ

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

  引上げ

  引上げ

 老人医療費支給制
度実施

 70歳以上医療費無
料化

 65歳以上70歳未満
の寝たきり老人医療
費無料化

    医科　　19.0％

　　歯科　　19.9％   引上げ

　　薬価　　 8.5％

    医科　　16.0％

　　歯科　　16.2％   引上げ

　　薬価　　 6.6％

 高額療養費支給制
度が法定給付化

　引上げ
 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 39,000円）

 擬制世帯主の課税
廃止

    医科　　11.5％

　　歯科　　12.7％   引下げ

　　薬価　　 5.6％

但 し 新 薬 価 基 準 の 適 用 （ 5.8

    医科　　 9.3％

　　歯科　　12.5％   引上げ

　　薬価　　 1.6％

    医科　　 8.4％

　　歯科　   5.9％   引上げ

　　薬価　　 3.8％

 医科・歯科・薬価平均8.1％引上げ、
薬価18.6％引下げにより平均20％引
上げとなり、更に材料代の引下げも
含めると実質1.4％引上げ。
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国 の 施 策 等

S57. 4. 1 限度額     27万円  S57. 9  S58. 1. 1

 薬価基準引下げ　　　4.9％

 （医療費ベース　　1.5％引下げ）

 S58. 2. 1

 S58. 1. 1

 S58. 2. 1

 老人保健法施行

S58. 4. 1 保険税率改定

　限度額     28万円

　所得割       8.8％

　均等割  11,500円

　平等割  14,000円  薬価基準引下げ　　16.6％　

 （医療費ベース　　5.1％引下げ）

S59. 4. 1 保険税率改定  S59.10. 1  S60. 3. 1

　限度額     35万円 平均3.3％

　所得割       8.9％      引上げ

　均等割  13,000円

　平等割  15,500円  薬価基準6.0％引下げ

 （医療費ベース　　1.9％引下げ）

S59.10. 1 退職者医療制度施行

S60. 3. 1 助産費改正　　　100,000円

S61. 4. 1 保険税率改定  S61. 5. 1  S61. 4. 1

　限度額    36万円（国基準 37万円）

　所得割       9.3％

　均等割  14,100円

　平等割  16,500円  薬価基準5.1％引下げ

 S62. 1. 1  （医療費ベース　　1.5％引下げ）

S62. 3. 1  助産費改正　　　130,000円

S62. 4. 1 保険税率改定

　限度額    37万円（国基準 39万円）

　所得割     10.6％

　均等割  14,700円

　平等割  17,400円

S63. 4. 1 保険税率改定  S63. 6. 1  S63. 4. 1

　限度額    39万円（国基準 40万円）

　所得割     11.7％

　均等割  16,500円

　平等割  19,800円  （医療費ベース　　2.9％引下げ）

　S63. 6. 1

 歯科医療費実質0.6％引上げ

H 1. 4. 1 保険料率改定  H 1. 6. 1  H 1. 4. 1

　保険税から保険料へ変更

　限度額    42万円（国基準 42万円）

　所得割     13.1％

　均等割  19,500円

　平等割  21,000円

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 45,000円）

 医療費改定　 　0.3％引上げ

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 51,000円）

 S59. 3. 1

医科　　 3.0％ 平均2.8％

歯科　   1.1％      引上げ

薬価　　 1.0％

 退職者医療制度創
設

医科　　 3.5％

歯科　   2.5％

 高額療養費支給制
度の改正

薬価　　 0.2％

※従来の制度に世
帯合算分、多数該当
分、長期疾病分を加
える。

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 54,000円）

医科　　 2.5％ 平均2.3％

歯科　   1.5％      引上げ

薬価　　 0.3％

 改正老人保健法施
行

 国民健康保険法の
一部改正

 改正国民健康保険
法施行

医科　　 3.8％ 平均3.4％

歯科　   1.7％      引上げ

 薬価基準引下げ  　  10.2％

医科　　 1.0％

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 57,000円）

医科　　 0.8％ 平均0.76％

歯科　   0.3％      引上げ

調剤　　 1.5％
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国 の 施 策 等

H 2. 4. 1 保険料率改定  H 2.6.15  H 2. 4. 1

　限度額    42万円（国基準 42万円）

　所得割     13.1％

　均等割  22,200円

　平等割  24,900円

 （医療費ベース　　2.7％引下げ）

 H 3. 5. 1

 H 4.1.1

H4. 4. 1 助産費改正　　　　240,000円  H4.6  H4.4.1

 （医療費ベース　　2.5％引下げ）

H 5. 4. 1 保険料率改定  H 5. 5. 1

　限度額    46万円（国基準 50万円）

　所得割     11.0％

　均等割  22,200円

　平等割  24,900円

H 6.10. 1 出産育児一時金の創設  H 6. 4. 1

　300,000円

 H 7. 4. 1 限度額　48万円 （国基準 52万円）  H 7. 4. 1

H 8. 4. 1 限度額　50万円 （国基準 52万円）  H 8. 6. 1

 （医療費ベース　　0.8％引上げ）

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

 改正国民健康保険
法施行

医科　　 4.0％

歯科　   1.4％ 平均3.7％

調剤　　 1.9％      引上げ

 薬価基準9.2％引下げ

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 60,000円）

 改正老人保健法施
行

 改正国民健康保険
法施行

医科　　 5.4％

歯科　   2.7％ 平均5.0％

 調剤　　 2.4％    引上げ

 薬価基準8.1％引下げ

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 63,000円）

・入院時食事療養費
の創設  甲 ・ 乙点数表の一本化

・訪問看護事業の拡
大

 医療費改定　　 3.3％引上げ

 薬価基準　　  　6.6％引下げ

医科　　 3.5％

歯科　   2.1％    引下げ

調剤　　 2.0％

 （医療費ベース　　2.1％引下げ）

 H 6.10. 1

 医療費改定　　 1.5％引上げ

医科　　 1.7％

歯科　   0.2％

調剤　　 0.1％

 社会福祉施設入所
者に対する住所地主
義の特例制度の創
設

 H 8. 4. 1

 高額療養費支給制
度の改定 （個人負担
限度額 63,600円）

 医療費改定　 　3.4％引上げ

 薬価基準　 　 　2.6％引下げ　

    医科　　 3.6％

　　歯科　   2.2％   引上げ

　　調剤　　 1.3％
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国 の 施 策 等

H 9. 4. 1 保険料率改定  H 9. 9. 1  H 9. 4. 1

　限度額    52万円（国基準 53万円）  薬剤一部負担金  消費税引上げに伴う改定0.77％

　所得割     11.0％  の導入

　均等割  27,600円

　平等割  30,600円

 診療報酬の合理化を図るため

保険料  7割・5割・2割軽減の実施  の改定　　0.93％

H10. 4. 1  H10. 6.17  H10. 4. 1

 改正国民健康保  診療報酬改定

  険法施行

 

（平成10年7月施行）

 H11. 7. 1

 老人医療受給者に

 関する薬剤一部負

 担軽減特例措置

H12. 4. 1 保険料率改定  H12. 4. 1

　（医療分）　　　　　   介護保険制度施行

　限度額    52万円（国基準 53万円）

　所得割   　10.0％  H13. 1. 1

　均等割　26,700円

　平等割　28,200円

　（介護分）　　 　　　　

　限度額      7万円（国基準 7万円）

　所得割　     1.0％

　均等割　 5,700円

　平等割　 3,300円

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

医科　　0.32％

歯科　  0.43％ 平均0.32％

調剤　　0.15％ 　　　引上げ　　

医科　　0.99％

歯科　  0.32％ 平均0.93％

調剤　　1.00％ 　　　引上げ　　

 薬価基準　 　　1.32％引下げ　

 （医療費ベース　　0.38％引上げ）

介護保険制度施行に伴う国民健康保険システム
の変更準備

医科　　 1.5％ 平均1.5％

・退職者に係る老人
医療費拠出金の負
担の見直し

歯科　   1.5％      引上げ

調剤　　 0.7％

薬 価 基 準 改 定 に よ る 医 療 費

 引下げ2.7％

・老人加入率上限に
関する特例の見直し

・市町村国民健康保
険の事務費負担金
の一般財源化

 H12. 4. 1

    医科　　 2.0％

　　歯科　   2.0％

　　調剤　　 0.8％  引上げ

・高額療養費支給制
度の改定（個人負担
限度額に一部定率
制を導入）

 （医療費ベース　　 0.2％引上げ）

  医療報酬改定1.9％引上げ

・海外療養費制度の
創設

・住所地主義の特例
制度の対象施設の
拡大

・老人医療受給者の
一部負担金に定率
負担導入

・老人医療受給者に
関する薬剤一部負
担金廃止

・老人医療受給者の
高額医療費支給制
度の新設
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国 の 施 策 等

H14. 10. 1 H14. 10. 1

H15. 4. 1

H16. 4. 1 保険料率改定

　（医療分）　　　　　  

　限度額    53万円（国基準 53万円）

　所得割　   10.6％

　均等割　30,500円

　平等割　24,900円

　（介護分）　　 　　　　

　限度額    　8万円（国基準 8万円）

　所得割　     1.5％

　均等割　  9,600円

H17. 2. 5

　＜旧久留米＞

　（医療分）所得割　10.6％　均等割　30,500円

　　　　　　　平等割　24,900円

　（介護分）所得割　1.5％　均等割　9,600円

　＜旧田主丸＞

　（医療分）所得割　8.5％　均等割　22,000円　

　　　　　　　平等割　25,000円

　（介護分）所得割　1.2％　均等割　9,000円

　＜旧北野＞

　（医療分）所得割　7.5％　均等割　26,000円

　　　　　　　平等割　29,000円

　（介護分）所得割　1.2％　均等割　12,000円

　＜旧城島＞

　（医療分）所得割　8.2％　均等割　27,000円

　　　　　　　平等割　30,000円　資産割　15％

　（介護分）所得割　0.83％　均等割　4,400円

　　　　　　　平等割　4,800円　資産割　1.5％

　＜旧三潴＞

　（医療分）所得割　7％　　均等割　25,000円

　　　　　　　平等割　27,000円　資産割　23％

　（介護分）所得割　0.66％　均等割　5,500円

　　　　　　　平等割　3,400円　資産割　3.8％

本　市　の　主　要　事　項 医 療 費 改 定 等

ＩＣカード実証実験にあわせて保険証を個人カード
化（ＩＣカードはＨ14年度のみ）

 H14. 4. 1

・前期高齢者制度の
導入

    医科　　 1.3％

　　歯科　   1.3％ 平均1.3％

・一部負担金の改定
3歳未満3割から2割
へ

　　調剤　　 1.3％      引下げ

 （医療費ベース　　 2.7％引下げ）

薬 価 基 準 改 定 に よ る 医 療 費

・高額療養費支給制
度の改定

 引下げ2.7％

・退職者の老人医療
費拠出金見直し

・老人医療費拠出金
老人加入率の上限
廃止

・退職被保険者一部
負担割合2割→3割

・外来薬剤一部負担
金廃止

・保険料所得割算定
方法見直

田主丸町・北野町・城島町・三潴町と合併
旧1市4町料率での不均一賦課を実施
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H18. 4. 1 保険料率改定 H18.4.1

　医療分限度額 53万円 （国基準53万円） ・医療費改定

　介護分限度額　8万円 （国基準9万円） 　診療報酬本体の改定 ▲1.36％　

　＜旧久留米＞ 　薬価等の改定 ▲1.8％

　（医療分）所得割　11.97％ 均等割　35,100円 　合計 ▲3.16％の改定

　　　　　　　平等割　28,900円 ・所得税法改正に伴う経過措置として公的年金等

　（介護分）所得割　2.14％　均等割　14,800円 　特別控除を追加（H18→13万円、H19→7万円）

　＜旧田主丸＞

　（医療分）所得割　10.29％ 均等割 28,400円　 Ｈ18.8.1

　　　　　　　平等割　28,900円 ・70歳以上の現役並み所得者の収入基準の見直し

　（介護分）所得割　1.91％　均等割　14,400円

　＜旧北野＞ ・老年者に係る住民税非課税措置の廃止に伴う経過

　（医療分）所得割　9.49％　均等割　31,600円 　措置

　　　　　　　平等割　32,100円 ・低所得者区分の対象範囲拡大

　（介護分）所得割　1.91％　均等割　16,800円

　＜旧城島＞ H18.10.1

　（医療分）所得割　10.05％均等割　32,400円 ・70歳以上の現役並み所得者の負担割合引き上げ

　　　　　　　平等割　32,900円　資産割　12％ 　2割→3割

　（介護分）所得割　1.61％　均等割　10,700円 ・高額療養費の自己負担限度額の引上げ

　　　　　　　平等割　3,900円　資産割　1.2％ ・療養病床に入院する70歳以上の高齢者に係る

　＜旧三潴＞ 　食事・居住費の患者負担引き上げ

　（医療分）所得割　9.09％　均等割　30,800円 ・出産育児金の変更　30万→35万

　　　　　　　平等割　30,500円　資産割　18.4％ ・保険財政共同安定化事業の創設

　（介護分）所得割　1.48％　均等割　11,600円

　　　　　　　平等割　2,800円　資産割　3.04％

H19.4.1

・70歳未満の入院に係る高額療養費の現物給付化

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等

･公的年金等控除の見直しに伴う経過措置
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H20. 4. 1 保険料率改定 H20.4.1

　医療分限度額 47万円 （国基準47万円） ・長寿医療（後期高齢者医療制度）の創設

　後期高齢者支援金分限度額12万円 ・前期高齢者の医療制度に係る財政調整制度の創設

　　　　　　　　　　　　　　（国基準12万円） ・退職者医療制度が65歳未満までに

　介護分限度額　9万円 （国基準 9万円）  　(平成26年度までの経過措置）

　＜旧久留米＞ ・特定健康診査・特定保健指導開始

　（医療分）所得割　 9.37％ 均等割　27,200円

　　　　　　　平等割　22,200円 　※平成20年度は凍結へ

　（介護分）所得割　 2.11％ 均等割　14,700円

　＜旧田主丸＞ 　を3歳未満から義務教育就学前まで拡大

　（医療分）所得割　8.72％ 均等割 24,500円　 ・高額医療・高額介護合算制度の創設

　　　　　　　平等割　22,200円 ・医療費改定

　（介護分）所得割　2.00％　均等割　14,400円 　診療報酬本体の改定 0.38％　

　＜旧北野＞ 　薬価等の改定 ▲1.2％

　（医療分）所得割　8.40％　均等割　25,800円 　合計 ▲0.82％の改定

　　　　　　　平等割　23,400円

　（介護分）所得割　2.00％　均等割　15,600円 Ｈ20.10.1

　＜旧城島＞ ・政管健保の公法人化

　（医療分）所得割　8.62％均等割　26,100円

　　　　　　　平等割　23,800円　資産割　6％ H21.1.1

　（介護分）所得割　1.85％　均等割　12,600円 ・産科医療補償制度の創設

　　　　　　　平等割　1,900円　資産割　0.6％ 産科医療補償制度に加入している医療機関等で出産

　＜旧三潴＞ した場合、出産育児一時金に3万円を加算

　（医療分）所得割　8.25％　均等割　25,500円 ・75歳到達月の自己負担限度額の見直し

　　　　　　　平等割　22,800円　資産割　9.2％

　（介護分）所得割　1.78％　均等割　13,000円

　　　　　　　平等割　1,400円　資産割　1.52％

　（後期高齢者支援金分）平成20年度より新設

　旧1市4町均一　所得割　2.66％

　　　　　　　　　　　均等割　7,500円

　　　　　　　　　　　平等割　6,400円

H20. 6. 1 特定健康診査開始

H20. 9. 16 特定保健指導開始

H20. 10. 1 国民健康保険料の特別徴収開始

H21. 9. 3 ジェネリック医薬品希望カードの配布開始 H21.4.1

・70歳から74歳までの患者負担引き上げの凍結延長

H21. 9. 28 ジェネリック医薬品使用促進通知送付開始 （平成22年3月末まで）

H21.10.1

・出産育児一時金の医療機関等への直接支払制度の

　実施

・出産育児一時金の4万円引き上げ

　（平成23年3月末までの暫定措置）

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等

・70歳から74歳までの患者負担を1割から2割に引き上げ

・乳幼児に対する患者負担軽減（2割負担）の対象年齢
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H22. 4. 1 保険料率改定（保険料を統一） H22.4.1

　医療分限度額 50万円 （国基準50万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額13万円 ・減額賦課における減額割合の選択

　　　　　　　　　　　　　　（国基準13万円） ・非自発的失業者に係る保険料の軽減

　介護分限度額10万円 （国基準 10万円） ・70歳から74歳までの患者負担引き上げの凍結延長

　（医療分）所得割  9.37％  均等割　27,200円 　（平成23年3月末まで）

　　　　　　　平等割　22,200円 ・医療費改定

　（後期高齢者支援金分）所得割　2.66％ 　診療報酬本体の改定 1.55％　

　　　　　　　均等割 7,500円　平等割　6,400円 　薬価等の改定 ▲1.36％

　（介護分）所得割　2.11％  均等割　14,700円 　合計 0.19％の改定

H22.5.19

・財政支援措置の4年間の延長

・都道府県単位による広域化の推進

H22.7.1

・高校生世代への資格証明書の交付の見直し

H23.4.1

・賦課限度額の見直し

・70歳から74歳までの患者負担引き上げの凍結延長

（平成24年3月末まで）

・出産育児一時金の4万円引き上げの恒久化

・出産育児一時金の受取代理制度実施

H24. 4. 1 賦課限度額の引き上げ H24.4.1

　医療分限度額 51万円 ・70歳から74歳までの患者負担引き上げの凍結延長

　後期高齢者支援金分限度額 14万円 （平成25年3月末まで）

　介護分限度額 12万円 ・外来診療に係る高額療養費の現物給付化

・医療費改定

H24. 7. 1 収納業務の民間委託開始 　診療報酬本体の改定　1.379％

　薬価等の改定　▲1.375％

　合計　0.004％の改定

H24.7.9

・外国人住民の国保加入資格要件の変更

H25. 6. 1 特定健康診査の集団健診開始 H25.4.1

・70歳から74歳までの患者負担引き上げの凍結延長

（平成26年3月末まで）

・特定世帯等に係る国民健康保険料の軽減特例措置

　の延長等

H25.12.5

・持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革

　の推進に関する法律成立

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等
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H26. 4. 1 賦課限度額の引き上げ H26.4.1

　後期高齢者支援金分限度額 16万円 ・賦課限度額の見直し

　　　　　　　　　　　　　　（国基準16万円） ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　介護分限度額 14万円 （国基準14万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

・医療費改定

H26. 6. 1 コンビニエンスストアでの保険料収納開始 　診療報酬本体の改定　0.73％

　薬価等の改定　▲0.63％

H26. 8. 1 訪問健康相談事業開始 　合計　0.1％の改定

・70歳から74歳までの患者負担引き上げの特例措置の

H27.1.1 出産育児一時金の見直し 　見直し

　基本額 40.4万円、加算額 1.6万円

H27.1.1

・出産育児一時金の見直し

・高額療養費における70歳未満の自己負担限度額

　見直し

H27.3.31

・退職者医療制度の経過措置終了

H27. 4. 1 賦課限度額の引き上げ H27.4.1

　医療分限度額 52万円（国基準52万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 17万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　　　　（国基準17万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 16万円（国基準16万円） ・保険料の軽減対象となる低所得者数に応じた自治体

　への財政支援を拡充

国保運営協議会委員の定数変更（14→12名） ・保険財政共同安定化事業の事業対象をすべての医

　被用者保険を代表する委員(2名)を減員 　療費に拡大

H27. 10. 2 ペイジー口座振替受付サービス（キャッシュ H27.5.27

カードによる口座振替の登録）の導入 ・「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康

　保険法等の一部を改正する法律」が成立

H28. 4. 1 賦課限度額の引き上げ H28.4.1

　医療分限度額 54万円（国基準54万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 19万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　　　　（国基準19万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 16万円（国基準16万円） ・医療費改定

　診療報酬本体の改定　0.49％

　薬価等の改定　▲1.33％

　合計　▲0.84％の改定

H28.10.1

・短時間労働者への社会保険適用拡大

【対象者】

・週20時間以上

・月額賃金8.8万円以上（年収106万円以上）

・勤務時間1年以上見込み

・学生は適用外

・従業員501人以上の企業（適用拡大前の基準で適用

  対象となる労働者の数で算定）

H30.1.4 一部の窓口業務を民間事業者へ委託 H29.4.1

・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

H29.8.1

・ 高額療養費支給制度の改定 （70～74歳の自己負担

　限度額変更）

H29.10.1

・入院時生活療養費の見直し

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等
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H30.4.1 賦課限度額の引き上げ H30.4.1

　医療分限度額 58万円（国基準58万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 19万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　 　　 　（国基準19万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 16万円（国基準16万円） ・県が市町村とともに国保運営を担う国保広域化が開始

・医療費改定

　診療報酬本体の改定　0.55％

　薬価等の改定　▲1.74％

　合計　▲1.19％の改定

H31.4.1 賦課限度額の引き上げ H31.4.1

　医療分限度額 61万円（国基準61万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 19万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　 　　 　（国基準19万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 16万円（国基準16万円）

R1.10.1

国保運営協議会委員の定数変更（12→14名） ・診療報酬本体の改定　0.41％

　被用者保険を代表する委員(2名)を増員 　薬価等の改定　▲0.48％

　合計　▲0.07％の改定

・柔道整復療養費、あん摩マッサージ、指圧及びはり・

　きゅう療養費改定　0.44%

R2.4.1 賦課限度額の引き上げ R2.4.1

　医療分限度額 63万円（国基準63万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 19万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　 　　 　（国基準19万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 17万円（国基準17万円） ・医療費改定

　診療報酬本体の改定　0.55％

R2.5 国民健康保険・後期高齢者医療における新型コ 　薬価等の改定　▲1.01％

ロナウイルス感染症に感染した被用者等に対 　合計　▲0.46％の改定

R2.6.11 新型コロナウイルス感染症の影響による国民 R2.4.7

健康保険・後期高齢者医療の保険料の減免 ・新型コロナウイルス感染症緊急経済対策

R2.7.7 令和２年７月豪雨に伴う災害の被災者に係る

一部負担金の減免

R2.9.1 スマートフォン決済アプリ（PayPay、LINEPay）

での保険料収納開始

R3.4.1 はりきゅう助成回数と助成額の見直し R3.4.1　税制改正により

　助成回数　48回/年　　助成額800円/回 ・所得割の基礎控除額が３３万から４３万に変更

（合計所得が2400万を超える場合は異なる）

R3.6.2 新型コロナウイルス感染症の影響による国民 ・給与所得控除、公的年金控除が１０万円減額

健康保険・後期高齢者医療の保険料の減免 ・上記内容に伴い軽減判定基準の変更

R4.1.1 出産育児一時金の見直し

　基本額 40.8万円、加算額 1.2万円

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等
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R4.4.1 賦課限度額の引き上げ R4.4.1

　医療分限度額 65万円（国基準65万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 20万円 ・未就学児の均等割保険料（税）の軽減制度開始

　　　　　　　　　　　 　　 　（国基準20万円） ・医療費改定

　介護分限度額 17万円（国基準17万円） 　診療報酬本体の改定　0.43％

　薬価等の改定　▲1.37％

未就学児の均等割保険料（税）の軽減 　合計　▲0.94％の改定

R4.6.1 Web口座振替受付サービスの導入

R5.2.21 性同一性障害者に対する保険証の氏名表記・

性別表記の記載変更制度導入

R5.4.1 賦課限度額の引き上げ R5.4.1

　医療分限度額 65万円（国基準65万円） ・賦課限度額の見直し

　後期高齢者支援金分限度額 22万円 ・国民健康保険・後期高齢者医療の保険料の軽減判定

　　　　　　　　　　　 　　 　（国基準22万円） 　所得の基準見直しによる軽減措置の拡充

　介護分限度額 17万円（国基準17万円）

出産育児一時金の見直し

　基本額 48.8万円、加算額 1.2万円

月間高額療養費支給申請手続の簡素化導入

（年間高額療養費の簡素化はR4.12.1導入）

R6.1.1 産前産後期間相当分の均等割及び所得割保険料 R6.1.1 

の免除 ・産前産後期間相当分の均等割及び所得割保険料の

免除制度開始

本　市　の　主　要　事　項 国 の 施 策 等
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（4名）

データヘルス計画に関すること

・高額療養費の貸付に関すること

・出産育児一時金、受領委任及び葬祭費の支給に関すること
医療費適正化に関すること

＊令和5年6月1日現在

健康増進チーム 特定健康診査・特定保健指導に関すること

保健事業に関すること

地域保健課長

健康増進チーム 地域保健に係る保健指導、健康相談及び健康教室に関すること

保健所長

保健担当部長

保健所次長

健康推進課長

保険料収納チーム 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の収納、滞納整理及び証明に関すること
職員　 　 　 9名
任期付短時間
職員　　　　 2名
会計年度任用
職員　　　　 8名

国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の納付指導及び納付指導員に関すること

保険料主幹 （1名）

保険料賦課チーム 国民健康保険料の調定及び賦課に関すること
職員         6名
任期付短時間
勤務職員　　 1名
会計年度任用
職員　 　　　1名

後期高齢者医療保険料の賦課に関すること

職員　　　　　3名
任期付短時間
勤務職員　　1名
会計年度任用
職員(兼務)　1名

庶務に関すること
事務改善に関すること

給付チーム 国保・後期の資格の得喪に関すること

職員        10名
任期付短時間
勤務職員　　 6名
会計年度任用
職員　　　　 6名

国保・後期の被保険者証の交付に関すること

診療報酬明細書に関すること

国保・後期の給付に関すること
・療養費及び高額療養費の支給に関すること

職員　 　      　3名
会計年度任用
職員(兼務)     1名

国民健康保険運営協議会に関すること 国民健康保険料・後期高齢者医
療保険料の収納及び証明に関
すること

国保・後期の予算・決算及び経理に関すること

国民健康保険事業状況報告書及び統計に関すること

保健事業チーム 保健事業に関すること

被保険者の資格の得喪、給付の受付業務
に関すること

市民センター （市民課業務と兼務）
健康保険課長補佐

国民健康保険料・後期高齢者医療保険料
の収納、滞納整理及び証明に関すること 被保険者の資格の得喪、給付の

受付業務に関すること業務チーム 国民健康保険の企画 ・ 総括に関すること

総　務

健康保険課長 （1名） 市民福祉課 市民センター所長
（市内5ヶ所）

健康福祉部長 総合支所長
（市内4ヵ所）

市民文化部長

健康福祉部次長 総　務 市民福祉課長 市民文化部次長

4人

公 益 代 表 4人

副市長 被用者保険等保険者代表 2人

（2）　組　　　織
　　　①　事務機構及び事務分掌

被 保 険 者 代 表 4人
市　長 久留米市国民健康保険事業の

運営に関する協議会
保 険医 ・保 険薬 剤師 代表
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②　久留米市国民健康保険事業の運営に関する協議会

（令和5年8月4日現在）

区　分 氏　名 出身団体等

田中　功一 市議会議員

古賀　敏久 市議会議員

大熊　博文 市議会議員

長野　哲 市議会議員

中村　愛 久留米商工会議所　青年部　

藤吉　ちよか 久留米市農業協同組合　理事

古賀　香代子 にじ農業協同組合

田中　真知子 久留米市女性の会婦人会連絡協議会

植田　省吾 一般社団法人　久留米医師会　会長

首藤　俊介 一般社団法人　久留米歯科医師会　会長

富田　裕輔 一般社団法人　大川三潴医師会

塘　信也
一般社団法人　久留米三井薬剤師会
常務理事

田尻　和真 ムーンスター健康保険組合　常務理事

権藤　裕子
久留米市農業協同組合　総務企画部
総務課　課長代理

被用者保険等
保険者を

代表する委員

　国民健康保険事業の運営に関する協議会は、国民健康保険法第11条の規定に基づいて設置され
た市長の諮問機関であり、国民健康保険事業の運営に関する重要事項について、市長の諮問に応
じ審議または答申･建議する。

　委員構成は国民健康保険法施行令第3条及び本市国民健康保険条例第2条の規定による。委員
の任期は3年であり、補欠委員の任期は前任者の残任期間となる。

保険医又は
保険薬剤師を
代表する委員

公益を代表する委員

被保険者を
代表する委員

久留米市国民健康保険事業の運営に関する協議会委員
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令和4年度久留米市国民健康保険事業の運営に関する協議会　開催状況

回 開催年月日 協　議　事　項　等

第1回 令和4年8月31日 （1）令和4年度久留米市国民健康保険運営協議会での協議事項について

（2）久留米市国民健康保険事業の現状について

（3）令和3年度久留米市国民健康保険事業特別会計決算（見込）について

（4）令和4年度久留米市国民健康保険事業特別会計予算について

（5）久留米市国民健康保険事業特別会計の財政状況について

（6）久留米市国民健康保険運営協議会の今後のスケジュールについて

第2回 令和4年12月27日 （1）令和5年度 国民健康保険事業費納付金について

（2）データヘルス計画について

（3）久留米市国民健康保険運営協議会の今後のスケジュールについて

第3回 令和5年1月25日 （1）令和５年度国民健康保険事業費納付金・標準保険料率の本算定結果について

（2）令和５年度保険料に関する制度改正について

（3）令和５年度久留米市国民健康保険料率等について（諮問内容）
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（３）　医療施設等の状況

①施設数
（令和3年10月1日現在）

施設数
人口10万対
施設数

施設数
人口10万対
施設数

施設数
人口10万対
施設数

全　国 8,205 6.7 104,292 85.1 67,899 55.4

福岡県 454 8.9 4,780 93.3 3,068 59.9

久留米市 32 10.5 311 102.5 194 63.9

＊　[資料]　厚生労働省　令和3年医療施設（動態）調査

②病床数
（令和3年10月１日現在）

病床数
人口10万対
病床数

病床数
人口10万対
病床数

全　国 1,500,057 1,224.5 83,668 68.3

福岡県 82,008 1,600.7 6,529 127.4

久留米市 6,512 2,145.6 723 238.2

＊　[資料]　厚生労働省　令和3年医療施設（動態）調査

歯科診療所

病　院 一般診療所

病　院 一般診療所
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